媛中発第３７号

平成23年4月21日

ものづくり企業　御中

愛媛県中小企業団体中央会

会長　山　本　　　功

（公印省略）
東日本ものづくり中小企業支援について

平素は本会の事業推進につきまして格別のご支援、ご協力を賜り厚くお礼申しあげま

す。

　さて、ご承知のように去る3月11日に発生しました東日本大震災から1ヵ月が経過

する中、被災した我々の仲間である中小企業の多くが復興・復旧に向けて懸命に取り組

んでいるところであります。

しかしながら、被災の地区と規模が余りにも広範囲、大規模であり、自助努力の限度

をはるかに超え遅々として進まないのが実情であり、このままでは長年培ってきた“モ

ノづくり日本”の信用すら失いかねないのが現状です。

このような時こそ、本会の精神である「相互扶助の精神」を発揮し、出来る支援と協

力を行っていくことが肝要であると考えます。
つきましては、別紙１のとおり愛媛県と連携し、復旧までの一時的な生産代替や技術

者の派遣などの募集を行い、その情報を青森、岩手、宮城及び福島県中央会並びに被災

自治体・経済団体に提供し役立てて頂くことといたしましたので、趣旨をご賢察いただ
きご賛同の上別紙２（本会ホームページにも掲載）によりご登録頂きますようお願い申
し上げます。

	本件についてのお問い合わせ先

愛媛県中小企業団体中央会

東予支所　　藤川、西山

TEL　0897-35-1585
FAX　089-975-3611

HP   http://www.bp-ehime.or.jp/


媛中発第３７号

平成23年4月21日

会員組合　御中

愛媛県中小企業団体中央会

会長　山　本　　　功

（公印省略）
東日本における中小企業支援について

平素は本会の事業推進につきまして格別のご支援、ご協力を賜り厚くお礼申しあげま

す。

　さて、ご承知のように去る3月11日に発生しました東日本大震災から1ヵ月が経過

する中、被災した我々の仲間である中小企業の多くが復興・復旧に向けて懸命に取り組

んでいるところであります。

しかしながら、被災の地区と規模が余りにも広範囲、大規模であり、自助努力の限度

をはるかに超え遅々として進まないのが実情であり、このままでは長年培ってきた“モ

ノづくり日本”の信用すら失いかねないのが現状です。

このような時こそ、組合の精神である「相互扶助の精神」を発揮し、出来る支援と協

力を行っていくことが肝要であると考えます。

つきましては、別紙１のとおり愛媛県と連携し、復旧までの一時的な生産代替や技術

者の派遣などの募集を行い、その情報を青森、岩手、宮城及び福島県中央会に提供し役

立てて頂くことといたしました。

本趣旨をご賢察いただき、組合員企業に当制度をご紹介いただくとともに別紙２（本

会ホームページにも掲載）の登録方につきまして特段のご配慮を賜りますようお願い申
し上げます。

	本件についてのお問い合わせ先

愛媛県中小企業団体中央会

指導支援部　　一色、井上

TEL  089-955-7150
FAX　089-975-3611

HP   http://www.bp-ehime.or.jp/


別紙１

23経第64号
平成23年４月20日

各　　　位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛媛県知事　　中村　時広

（公印省略）
東日本ものづくり中小企業への支援について
平素から、県政の推進につきまして格別の御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

愛媛県では、去る３月11日に発生しました東日本大震災に対し、被害のなかった地域の使命として、市町、民間企業・団体をはじめ広く県民の皆様の御協力をいただきながら、被災地への物的・人的支援や避難者の受入支援等に取り組んできたところです。これまでの皆様の御協力に改めて御礼申し上げます。

震災から１か月余りが経過し、復興に向けての取り組みも徐々に始動しつつありますが、今回の震災では、東日本の広範な地域が甚大な被害を被るとともに、電力不足等の影響も受けていることから、企業活動の回復には幾多の困難が予想されます。
そこで、愛媛県では、被災企業向け応援体制として、企業応援ワンストップ窓口での相談や県内空き工場・オフィス等の紹介を開始したところですが、よりきめ細かな支援を行うため、県中小企業団体中央会及び愛媛県産業振興財団と連携し、別添のとおり、東日本ものづくり中小企業の支援に取り組むことといたしました。具体的には、県内中小企業の皆様を対象に、一時的な代替生産や技術者の派遣などの意向をお持ちの企業を募集し支援情報に係るデータベースを作成するとともに、県・中小企業団体中央会のホームページや被災地の経済団体等を通して、被災企業に対し情報提供をしたいと考えております。
県内中小企業の皆様には、被災企業の支援、さらには被災地の産業復興とものづくり日本の回復に向けて、格別の御協力を賜りますようお願い申し上げます。
別添

被災企業復旧支援のための「東日本ものづくり中小企業支援」について

１　趣旨

東日本大震災により被災した企業が復旧するまでの間、被災企業を県内企業が支援できる内容をデータベース化し、情報提供を行うことにより、被災地の産業復興とものづくり日本の回復に資する。
２　実施主体

　　愛媛県、愛媛県中小企業団体中央会、（財）えひめ産業振興財団

３　事業の流れ

　　①　中央会及びえひめ産業振興財団を通じ、県内の支援企業と支援可能な内容を募集。

2 中央会及び県（中央会にリンク）のホームページに県内支援企業のデータを掲載し、情報提供

3 被災地の中央会等の経済団体を通じ、被災企業へ情報提供

4 中央会が県に設置された「被災企業応援ワンストップ窓口」と連携しながら、被災企業等からの問い合わせに対応

４　提供する情報

　【被災企業向け】

　　・　代替生産　：　現地が復旧するまでの代替生産の検討

　　・　施設･設備　：　現地技術者の受入、施設･設備の一部貸与

　　･　人　：　技術者、復旧作業員等の現地派遣

　　・　もの　：　原材料、資材等の融通・提供（原則有料）

　　・　資金　：　融資、貸付等による資金提供

　　・　ノウハウ　：　復旧のためのアドバイス、ノウハウの提供

　　・　その他

　【労働者向け】
　　・雇用情報　：　人数、雇用形態、業種、職種　

５　県内支援企業の募集

　　　対象　　機械、鉄工、電気、食品加工等　２００社程度

えひめ産業振興財団の受注登録企業　４００社程度

　　　

６　実施時期

　　４月中を目途に応募のあったものからホームページに掲載するとともに、４月２８日付けで被災地の商工団体等に情報提供を依頼する。
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設置場所：３箇所（企業立地推進室、東京事務所、大阪事務所）

業務内容：被災企業を対象にした各種相談の受付

・工場用地、空き工場、空きオフィスの情報提供 ・協力企業の紹介

連携

愛媛県被災企業応援ワンストップ窓口

※雇用情報については、

直接企業に問い合わせ

てください。

・被災地の企業が早期復旧し、事業を継続できるよう支援するため、被災企業支援の意向を持つ県内企業を募り、被災地の経済団体等を通

じ、被災企業に情報の発信・提供を行う。

・愛媛県中小企業団体中央会

・（財）えひめ産業振興財団








